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本報告書は’18年7⽉に国⼟交通⼤⾂より受領した監督命令に基づき、
四半期毎に実施される国⼟交通省との検証結果を報告するものです。

１．主要施策ＫＰＩの達成状況
(1) JR北海道グループ中期経営計画2023主要施策KPIについて
(2) 今期の検証結果
(3) ’19年度第１四半期の実績及び検証結果･今後の対応方針等

①北海道新幹線の取り組み ④ホテル事業の拡⼤
②インバウンドの収益拡⼤ ⑤不動産事業、⼩売事業の拡⼤
③観光列⾞の取り組み ⑥資材調達コストの削減

２．収支の状況
(1) ’19年度 第１四半期 連結決算
(2) ’19年度 第１四半期 単体決算

【参考資料】
令和元年度第１四半期決算について
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○ＪＲ北海道は2031年度の経営⾃⽴を目指すＪＲ北海道グループ⻑期
経営ビジョン未来2031（以下、｢⻑期ビジョン｣という。）を策定し
ました。

○あわせて、⻑期経営ビジョン実現のための第１ステップとしてＪＲ
北海道グループ中期経営計画2023（以下、｢中期計画｣という。）を
策定しましたが、PDCAサイクルを回すため、中期計画における｢経
営基盤の強化」で計画した主要施策等について、KPIとKGIを設定し
ました。

○特に重要な施策である６項目のKPIについて、今年度第１四半期の検
証結果を報告します。
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１．主要施策ＫＰＩの達成状況

※KPI (Key Performance Indicator) について
KPIとは、最終的な目標（KGI:Key Goal Indicator）を達成するための
過程を計測する中間指標です。

(1) JR北海道グループ中期経営計画2023主要施策KPIについて

○北海道新幹線における３周年キャンペーンなどの展開、ホテル客室のイール
ドマネジメントやＪＲタワーでの各種イベントの実施などにより積極的な集
客に努め、５⽉の⼤型連休を中心に施策の効果を最⼤限に取り込んだ結果、
それぞれに設定したKPIを上回りました。

○「北海道レールパス」の発売額は、設定したKPIを下回りましたが、海外で
のキャンペーン効果もあり、新千歳空港駅を訪れるインバウンドのお客様は
前年を上回っていることから、⼀般きっぷ等にシフトしたものと想定されま
す。今後は、海外旅⾏会社への販促強化やSNSによる情報発信などにより、
「北海道レールパス」の発売額の挽回を図ります。

○コスト削減の取り組みは、予定どおりに着手をしておりますが、取り組み内
容を精査した結果、年間目標額(KGI)に若⼲届かないことが判明しました。
今後、新規施策の掘り起こしを⾏い、年間目標の達成をめざします。

○’19年度の計画を達成するためには、PDCAサイクルを回すことが重要と考
えており、今後もKPIによる計画の進捗管理を確実に実施してまいります。
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１．主要施策ＫＰＩの達成状況
(2) 今期の検証結果



１．主要施策ＫＰＩの達成状況
(3) ’19年度第１四半期の実績及び検証結果･今後の対応方針等
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項目 / ’19年度1QKPI ○1Q実績及び検証結果 / ●今後の対応方針等 ’19年度KGI / ’23年度KGI
①北海道新幹線の取り組み

北海道新幹線運輸収⼊
’19年度1QKPI
22.7億円
(ご利⽤⼈員5,100⼈/⽇)

実績：23.7億円 (ご利⽤⼈員5,100⼈/⽇)
○北海道新幹線３周年キャンペーンやJR東日本と共同で販売促進を

実施したほか、北海道・東北新幹線｢お先にトクだ値スペシャル｣
などの商品を設定し、増売に努めました。

○札幌駅にて北海道新幹線、⻘函トンネル、東北地区のパネル展を
開催したほか、北海道新幹線沿線地域限定企画を実施し、誘客を
図りました。

○GWが10連休だったことも追い風になり、１QのKPIを上回る結
果となりました。

●今後も積極的なキャンペーンの展開と商品設定等を⾏い、’19年
度KGIを達成します。

’19年度KGI
82億円
(ご利⽤⼈員4,700⼈/日)

’23年度KGI
85億円
(ご利⽤⼈員 4,900⼈/日)

②インバウンドの収益拡⼤

北海道レールパス発売額
’19年度1QKPI
3.6億円

実績：3.3億円
○海外現地旅⾏会社と連携して展開している増売キャンペーンなど

の効果もあり、新千歳空港駅インフォメーションデスクの外国⼈
来客数は前年を上回りましたが、北海道レールパスの発売額は
1QのKPIを下回りました。

○近年の傾向として、インバウンドのお客様の旅⾏⾏程と移動手段
が多様化しており、周遊型のレールパスから⼀般きっぷ等にシフ
トしていると想定しております。

○そのほかの要因として、4⽉以降のタイの航空会社の減便と、6⽉
下旬以降の台湾の航空会社の乗員ストライキによる全便⽋航の影
響もあったと考えられます。

●今後も引き続き、海外現地旅⾏会社との共同販促を強化するほか、
SNSでの情報発信やセミナー実施、広告出稿などの⼀般消費者向
けプロモーション展開によりレールパスの増売を図り、’19年度
KGIの達成をめざします。

’19年度KGI
21.6億円

’23年度KGI
30億円

１．主要施策ＫＰＩの達成状況
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項目 / ’19年度1QKPI ○1Q実績及び検証結果 / ●今後の対応方針等 ’19年度KGI / ’23年度KGI
③観光列⾞の取り組み

｢風っこ そうや｣の運⾏
’19年度1QKPI
営業運⾏に向け準備を進める

実績：⾞両貸借、検修社員・乗務員の養成、地域の皆様との取組
（おもてなし）等の準備を進めた

○他社⾞両のため、JR東日本の協⼒のもと、短期間で⾃社養成資料
を作成、⾞両到着後１２日間で各種養成を実施しました。

○営業運転に向け、現場社員の発案により、お客様に北海道の良さ
を知って頂くために創意工夫を凝らしました。

○4/22以降、旅⾏商品の販売を開始しました（道内･仙台･⾸都圏･
関⻄発）。

●今後、7/27から9/8までの計15日間の営業運転において’19年度
KGIを達成します。

【参考】7/28〜8/12までの営業運転における乗⾞効率(速報値)
→ 約63％（※7/27は荒天のため運休）

’19年度KGI
１列⾞あたり乗⾞効率60％

’23年度KGI
(’20年度以降運⾏計画未定)

④ホテル事業の拡⼤

ホテル事業の売上拡大
’19年度1QKPI
セグメント売上 18億円

実績：20億円
○インバウンド宿泊客の増加に加え、客室販売のイールドマネジメ

ントなどに努めた結果、１QのKPIを上回りました。
○ＪＲタワーホテル日航札幌において、全室禁煙化を実施し客室の

稼働率を向上させたほか、ホテル日航ノースランド帯広において、
インターネット販売の強化などに取り組みました。

●今後は、ＪＲタワーホテル日航札幌において、海外エージェント
への団体セールス、海外航空会社ダイナミックパッケージへの参
画などにより、閑散期も含めインバウンド宿泊客の維持拡⼤に努
めることで、’19年度KGIを達成します。

’19年度KGI
セグメント売上 86億円

’23年度KGI
セグメント売上 104億円

(3) ’19年度第１四半期の実績及び検証結果･今後の対応方針等



１．主要施策ＫＰＩの達成状況

6

項目 / ’19年度1QKPI ○1Q実績及び検証結果 / ●今後の対応方針等 ’19年度KGI / ’23年度KGI
⑤不動産事業､⼩売事業の拡⼤

不動産事業の売上拡大
’19年度1QKPI
セグメント売上 61億円
(総合開発ﾃﾅﾝﾄ売上 230億円)

実績：63億円(総合開発ﾃﾅﾝﾄ売上 232億円)
○ＪＲタワーにおいて、⼤型連休に施策の効果を最⼤限取り込んだ

ことなどにより、１QのKPIを上回りました。
○集客の⼀環として、各種イベントの開催、物販・飲食の販売促進、

ＪＲタワースクエアカードによる販売促進等を実施しました。
○ＪＲタワーの⼀部リニューアルを実施したほか、１０店舗新店を

開店しました。
●今後は、ＪＲタワーにおいて引き続き新規出店と既存店の積極的

なリニューアルを実施し、ＪＲタワー全体の活性化とファッショ
ントレンドを維持することなどにより、テナント売上の向上を図
り、’19年度KGIを達成します。

’19年度KGI
セグメント売上 263億円

(総合開発ﾃﾅﾝﾄ売上 1,002億円)

’23年度KGI
セグメント売上 265億円

(総合開発ﾃﾅﾝﾄ売上 1,020億円)

⑥資材調達コストの削減

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社からの提案を踏
まえたコスト削減
’19年度1QKPI
提案を受けた取組に着手する

実績：⾒積強化による競争創出、除草剤の品種統⼀、携帯電話キャ
リア競争、出張の⾒直し等に着手した

○具体的には、⾒積もり競争によりマクラギ等の値下げを実施した
ほか、⽐較検討により業務⽤携帯電話を安価なキャリアへ切り替
えました。また、出張の⼈数削減と安価な航空券利⽤などの取り
組みを開始しました。

○当社の資材調達業務を担う(株)北海道ジェイ・アール商事に、取
締役（資材調達改革担当）を配置し、資材調達コストの削減に向
けて体制を強化しました。

○⼀方で、計画した今年度の取組内容を精査した結果、’19年度の
節減⾒込額が1.8億円に留まることが判明しました。

●今後、各施策の実績トレースと進捗状況、節減⾒込額を再検証し、
取り組みを徹底するほか、他の施策での上積みや新規施策の掘り
起こしを⾏うことで、’19年度KGIの達成をめざします。

’19年度KGI
2億円節減

’23年度KGI
5億円節減

(3) ’19年度第１四半期の実績及び検証結果･今後の対応方針等
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○連結損益計算書 (単位：億円)
'18年度 '19年度

第1四半期 累計 実績 実績
営業収益 402 403 1 

鉄道運輸収入 167 173 5 
(うち新幹線) 19 21 1 

営業費⽤ 494 495 0 
営業利益 ▲ 92 ▲ 91 0 
営業外損益 94 86 ▲ 7 

基⾦運⽤益 80 71 ▲ 8 
特別債券利息 13 13 －

経常利益 1 ▲ 5 ▲ 7 
特別損益 3 ▲ 0 ▲ 3 
法⼈税等 3 2 ▲ 0 
四半期純利益 1 ▲ 8 ▲ 10 
親会社株主純利益 ▲ 0 ▲ 10 ▲ 10 

増減

２．収支の状況
(1) ’19年度 第１四半期 連結決算(対前年度⽐)（グループ全体の状況）

・営業収益は、⼩売業で不採算店舗のスクラップ
アンドビルドを進めて減収となったものの、運
輸業やホテル業が増収となったことから、前年
度に対し１億円の増収となりました。

・営業費⽤は、運輸業で軌道関係工事などにより
増加したものの、⼩売業、卸売業で売上の減少
に伴い仕入経費が減少したため、前年度並みと
なり、営業利益は、若⼲の増益となりました。

・営業外損益は、経営安定基⾦資産の評価益実現
化を実施したものの、低⾦利環境の影響を受け
運⽤益が減少したことにより、経常利益は前年
度に対し７億円の減益となり、親会社株主に帰
属する四半期純利益は、前年度に対し１０億円
の減益となりました。



２．収支の状況
(1) ’19年度 第１四半期 連結決算(対前年度⽐)（セグメント別の状況）
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（単位：億円）

第１四半期 累計 外部売上 営業利益 外部売上 営業利益 外部売上 営業利益
運輸業 214 ▲ 117 218 ▲ 114 3 2 
⼩売業 85 1 84 1 ▲ 1 0 
不動産賃貸業 62 17 63 19 1 1 
ホテル業 18 2 20 3 1 1 
その他 21 3 17 2 ▲ 4 ▲ 1 

○セグメント情報
'18年度 実績 '19年度 実績 増 減

・運輸業：鉄道運輸収入が増加したことにより、増収増益となりました。
・⼩売業：スクラップアンドビルドの効果により減収となったものの、前年度並み

の利益を確保しました。
・不動産賃貸業：主にＪＲタワーの⼤型連休などによる売上増に伴い、賃貸収入が

増加し、増収増益となりました。
・ホテル業：前年度９⽉に開業したＪＲイン千歳の売上を含め、宿泊収入が好調で

あり、増収増益となりました。
・その他：卸売業の⾞両の取扱いが減ったことなどから、減収減益となりました。
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○単体損益計算書 （単位：億円）
'18年度 '19年度

第1四半期 累計 実績 実績
営業収益 210 214 3 

鉄道運輸収入 167 173 5 
(うち新幹線) 19 21 1 
関連事業収入 16 16 ▲ 0 

営業費⽤ 320 323 3 
⼈件費 113 113 0 
修繕費 71 74 3 
業務費 77 78 1 

営業利益 ▲ 109 ▲ 109 0 
営業外損益 109 112 3 

基⾦運⽤益 80 71 ▲ 8 
(運⽤利回り%) 4.73 4.21 ▲ 0.52 

経常利益 ▲ 0 3 3 
特別損益 2 ▲ 0 ▲ 2 
法⼈税等 0 0 －
四半期純利益 2 3 1 

増減

２．収支の状況
(2) ’19年度 第１四半期 単体決算(対前年度⽐)（当社全体の状況）

・営業収益は、鉄道運輸収入が⼤型連休などによ
り近距離収入や新幹線運輸収入が増加したこと
から、前年度に対し３億円の増益となりました。

・営業費⽤は、修繕費において、早期発注の増加
などにより、前年度に対し３億円増加し、営業
利益は、前年度並みとなりました。

・営業外損益は、経営安定基⾦運⽤益が前年度に
対し８億円減少したものの、⼦会社受取配当⾦
が前年度に対し１２億円増加したことにより、
経常利益は、前年度に対し３億円の増益となり
ました。

・特別損益も前年度並みとなり、第１四半期純利
益は、前年度に対し１億円の増益となりました。
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（単位：億円）

第１四半期 累計 売上 営業利益 売上 営業利益 売上 営業利益
鉄道事業 193 ▲ 119 197 ▲ 118 4 0 
関連事業 16 9 16 9 ▲ 0 0 

○事業別
'18年度 実績 '19年度 実績 増 減

２．収支の状況
(2) ’19年度 第１四半期 単体決算(対前年度⽐)（事業別の状況）

・鉄道事業：鉄道運輸収入は⼤型連休などにより近距離収入や新幹線運輸収入が
増加したものの、修繕費も増加したことから、営業利益は前年度並み
の赤字となりました。

・関連事業：前年度にあった帯広市柏林台における宅地販売が本年度は無いことで
わずかに減収しました。



参考資料 

 
 

 

令和元年度第１四半期決算について 
令和元年９月４日 
北海道旅客鉄道(株) 

１ 第１四半期連結決算のポイント 
 

 

・営業収益は、小売業で不採算店舗のスクラップアンドビルドを進めて減収となったものの、運輸業やホテル業

が増収となったことから、前年度に対して１億円増加した４０３億円となりました。 

 

・運輸業の営業収益の大半を占める鉄道運輸収入は、大型連休などにより近距離収入や新幹線運輸収入が増加し

たことから、前年度に対して５億円増加した１７３億円となりました。 

 

・営業費用は、運輸業の修繕費が増加したものの、小売業、卸売業で売上の減少に伴う仕入経費が減少したため、

ほぼ前年度並みの支出となり、営業利益は、前年度並みの９１億円の赤字となりました。 

 

・営業外損益において、経営安定基金運用は売却益を確保していますが、低金利環境の影響を受け運用収益が前

年度より減少し、経常利益は、前年度の１億円の黒字から５億円の赤字となりました。 

 

・特別利益の減少等により、親会社株主に帰属する四半期純利益は、１０億円の赤字となりました。 

  

［損益計算書］ 

                                                 （単位：億円） 

 ＪＲ北海道グループ(連結)  ＪＲ北海道(単体)  通期業績予想 

2018年度 2019年度 増 減 2019年度 増 減 連 結 単 体 

営 業 収 益 

[うち鉄道運輸収入] 

[  〃 （在来線再掲）] 

[  〃 （新幹線再掲）] 

   ４０２  

[   １６７] 

[  １４７] 

[    １９] 

４０３  

[   １７３] 

[   １５１] 

[    ２１] 

    １  

[   ５] 

[   ３] 

[   １] 

２１４  

[ １７３] 

[ １５１] 

[   ２１] 

０００３  

[  ５] 

[  ３] 

[  １] 

１，７２７ 

[ ７４８] 

[ ６６７] 

[  ８１] 

９１９ 

[ ７４８] 

[ ６６７] 

[  ８１] 

営 業 費 用 ４９４ ４９５  ０ ３２３  ３  ２，１１８ １，３９８ 

営 業 利 益 △  ９２ △  ９１    ０  △１０９    ０  △ ３９１ △ ４７９ 

営 業 外 損 益 

[うち基金運用収益] 

[うち特別債券利息] 

９４ 

[    ８０] 

[    １３] 

８６  

[    ７１] 

[    １３] 

△  ７ 

[△   ８] 

[    －] 

  １１２  

[  ７１] 

[  １３] 

３ 

[△ ８] 

[   －] 

２７９ 

[ ２２４] 

[   ５５] 

３０３ 

[ ２２４] 

[   ５５] 

経 常 利 益     １ △   ５ △  ７     ３  ３  △ １１２ △ １７６ 

特 別 損 益      ３ △   ０ △  ３ △  ０ △  ２   １６４ １６７ 

税金等調整前四半期純利益      ５ △   ５ △ １０ ３  １  ５２ △   ９ 

法 人 税 等 ３  ２ △  ０ ０    －  ２５ △     ８ 

四 半 期 純 利 益      １ △   ８ △ １０ ３   １  ２７ △   １ 

非支配株主に帰属する四半期純利益  １ ２   ０ － － １０ － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 △    ０ △   １０ △ １０ － － １７ － 

(注)１．金額は億円未満を切り捨てて表示しております。  

２．ＪＲ北海道（単体）における税金等調整前四半期純利益欄は、税引前四半期純利益の金額を表示しております。  

３．通期業績予想は、令和元年度の事業計画です。  



 
 

２ セグメント情報 

(単位：億円) 

 
運 輸 業 小 売 業 

不 動 産 

賃 貸 業 
ﾎ ﾃ ﾙ 業 そ の 他 合 計 調 整 額 

連結損益 

計算書計上額 

 

2 

0 

1 

9 

年 

度 

売 上 高         

外部顧客への売上高 ２１８ ８４ ６３ ２０ １７ ４０３ － ４０３ 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 
１４ ０ ２ ０ ６６ ８４ △ ８４ － 

計 ２３２ ８４ ６６ ２０ ８３ ４８７ △ ８４ ４０３ 

セ グ メ ン ト 利 益 △１１４ １ １９ ３ ２ △  ８７ △  ４ △   ９１ 

 

対

前

年 

増 

減 

売 上 高         

外部顧客への売上高 ３ △    １ １ １ △    ４ １ － １ 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 
△    ０ △    ０ △    ０ △    ０ △   ９ △    ９ ９ － 

計 ３ △    １ ０ １ △  １３ △    ８ ９ １ 

セ グ メ ン ト 利 益 ２     ０ １ １ △    １ ４ △   ３ ０ 

 (注) 1.セグメント利益は、営業利益を表示しております。 

      2.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

       

 

・運輸業は、鉄道運輸収入が増えたことにより、増収増益となりました。 

 

・小売業は、スクラップアンドビルドの効果により減収となったものの、前年度並みのセグメント利益を確保しまし 

た。 

 

・不動産賃貸業は、賃貸収入が増えたことにより、増収増益となりました。 

 

・ホテル業は、前年度９月に開業したＪＲイン千歳の売上を含め、宿泊収入が好調であり、増収増益となりました。 

 

・その他では、卸売業の取扱いが減ったことなどから、減収減益となりました。 

 

 

[参考：グループ会社からの収益還元状況] 

(単位：億円) 

 2018 年度 2019 年度 増 減  

地代・家賃の受取 

配当金の受取 

連結納税制度に基づく還元 

２１ 

１４ 

１１ 

２２ 

２７ 

１０ 

   ０ 

  １２ 

△  ０ 

 

・１億円以上増加した会社 ４社 

  軌道施設＋390 百万円、総合開発＋200 百万円、  

キヨスク＋112 百万円、クリーンシステム＋108 百万円  

計 ４７ ５９   １２  

 

 



 
 

３ 貸借対照表 

・経営安定基金資産の時価評価額は７，７０７億円となり、元本との差額である含み益は、前年度末に比べて２２ 

億円増加した８８５億円になっています。 

・５月に機構からの借入を実行したことより、固定負債に計上された長期借入金残高は１，４６８億円になりまし 

た。 

(単位：億円) 

 
連 結 決 算 

 

 

 

 

 

 

単 体 決 算 

第１四半期末
 

対 2018 年度末 第１四半期末 対 2018 年度末 

[資産の部]         

 流 動 資 産 ９６１  １７８  ６０４   ２１６  

 固 定 資 産 

( う ち 有 形 固 定 資 産 ) 

( う ち 無 形 固 定 資 産 ) 

３，５９０ 

(  ３，４３１ 

(     ４７ 

 

) 

) 

△  ４１ 

(  △  ３６ 

(  △   ６ 

 

) 

) 

３，０５７ 

( ２，６４０ 

( ２，６３７ 

 

) 

) 

△  ３８ 

( △  ４１ 

( △   ４ 

 

) 

) 

 経 営 安 定 基 金 資 産 ７，７０７   ２２  ７，７０７  ２２   

 機 構 特 別 債 券 ２，２００  －  ２，２００  －  

資 産 合 計 １４，４５９  １５８  １３，５６９  ２００  

[負債の部]         

 流 動 負 債 

(うち１年以内返済長期借入金 ) 

６１９ 

(     ７１ 

 

) 

  ３４ 

(  △   ０ 

 

) 

４８１ 

( ２，６４７ 

 

) 

 ５２ 

(     － 

 

) 

 固 定 負 債 

( う ち 長 期 借 入 金 ) 

２，４２８ 

(  １，４６８ 

 

) 

１２０ 

(    １２３ 

 

) 

２，１５３ 

( １，３７３ 

 

) 

１２８ 

(   １２９ 

 

) 

 機構特別債券引受借入金 ２，２００  －  ２，２００  －  

負 債 合 計 ５，２４８    １５５  ４，８３５  １８１  

純 資 産 合 計 

( う ち 利 益 剰 余 金 ) 

９，２１１ 

(  △  １０ 

 

) 

   ３ 

(  △  １０ 

 

) 

８，７３４ 

( △ ３２６ 

 

) 

  １８ 

(      ３ 

 

) 

負 債 純 資 産 合 計 １４，４５９  １５８  １３，５６９  ２００  

 (注) 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

４ キャッシュ･フロー計算書                           

(単位：億円) 
 連 結 決 算  単 体 決 算 

2018 年度 2019 年度 対前年増減  2019 年度 対前年増減 

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) △  ７  ４２  ４９   ３７  ７７  

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) 

( 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 ) 

( 設 備 投 資 助 成 金 に よ る 収 入 ) 

△  ７ 

(  △ ９４ 

(    ７１ 

 

) 

) 

△  １ 

(  △ ７８ 

(    ６０ 

 

) 

) 

６ 

(   １６ 

(△ １１ 

 

) 

) 

 ２９ 

(  △ ４６ 

(    ６０ 

 

) 

) 

２１ 

(  ３１ 

(△１１ 

 

) 

) 

 フリー･キャッシュ･フロー(Ⅰ)+(Ⅱ) △  １５  ４１  ５６   ６７  ９８  

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) 

( 長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 ) 

( 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ) 

(非支 配株主 への配 当金 の支払 額 ) 

１８８ 

(    １９９ 

(  △   ６ 

(  △   ３ 

 

) 

) 

) 

１１７ 

(    １２９ 

(  △   ６ 

(  △   ４ 

 

) 

) 

) 

△ ７０ 

(△ ６９ 

(    ０ 

(△  １ 

 

) 

) 

) 

 １２８ 

(    １２９ 

(    － 

(    － 

 

) 

) 

) 

△６９ 

(△６９ 

(  ０ 

(  － 

 

) 

) 

) 

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) １７３  １５９  △ １４   １９５  ２９  

現金及び現金同等物の四半期末残高 ４２３  ５１９  ９６   ３２４  ８９  

 (注) 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 

参 考 資 料 

 
 

連結決算対象会社の概要 

 

  

運輸業     ９社 

 

小売業    ２社 

  

 

鉄 道 事 業  

 

(注3) 北 海 道 キ ヨ ス ク ㈱ 

 ㈱ ド ウ デ ン 

 

 北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸ｻﾎﾟｰﾄ㈱  ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ﾌﾚｯｼｭﾈｽ･ﾘﾃｰﾙ 

 北 海 道 軌 道 施 設 工 業 ㈱  札 幌 交 通 機 械 ㈱  

 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ  北 海 道 高 速 鉄 道 開 発 ㈱ 

 

 ｼﾞｪｲｱｰﾙ北海道ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱   

旅 客 自 動 車 運 送 事 業   その他サービス業  

 
ジェイ・アール北海道バス㈱   ｼ ﾞｪ ｲｱｰ ﾙ北海道ﾚﾝﾀﾘ ｰｽ㈱ 

 

 

                         北海道旅客鉄道㈱は、運輸業、不動産賃貸業 及び ホテル業を
 

                         営んでおります。 

 

 

 

 

 

不動産賃貸業     ２社 

 

ホテル業   １社 

 

その他   ６社 

   

(注3) 北海道ｼﾞｪｲ ･ｱ ｰﾙ都市開発㈱  Ｊ Ｒ 北 海 道 ホ テ ル ズ ㈱  卸 売 業  

 札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱   ㈱北海道ジェイ・アール商事 

  清 掃 整 備 業  

      北海道クリーン・システム㈱ 

   広 告 業  

 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ 

  【連結決算対象会社数の推移】 情報サービス業  

  2018年3月末現在 2019年3月末現在 2019年6月末現在  ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｼｽﾃﾑ開発 

親 会 社        １社        １社        １社 その他サービス業  

子 会 社      ２２社      ２０社      ２０社  札 新 開 発 ㈱ 

持分法適用関連会社        １社        １社      １１社 建 設 業  

計      ２４社      ２２社      ２２社 (注1) 札 建 工 業 ㈱ 

  

  

 

(注) 1.札建工業㈱は、持分法適用関連会社です。 

        2.子会社数20社には、上記概要図に記載していない、ＪＲ札幌病院に関する「匿名組合ジェイエイチホスピタル 

          アセットホールディングズ」を含めております。 

  3.北海道キヨスク㈱及び北海道ジェイ・アール都市開発㈱は、損益の一部をホテル業に区分しております。 

北海道旅客鉄道㈱ 


